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金融教育の経験から ― 「君も資本家になろう」 
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「貯蓄から投資へ」という標語を聞き始めてからすでに何年が経つだろうか。著者は

昨年、大学での教職を終えたが、この２年あまり、大学での経済学基礎の講義を担当し

た。その体験も踏まえて、若い人たちの投資マインドをどう高めるかを考えてみたい。 

１）株式投資の授業 

著者が担当した経済の講義の受講学生は、京都橘大学の国際英語学部という、卒業ま

でに１年間の海外留学が必要とされる学部だった。半年 15 コマの講義の１コマは、株

式投資のための時間に充てていた。私自身、大学で経済学を学ぶ一番の目的は「個人と

して健全な家計を維持できること」だと信じているからだ。授業は抽象的な理論ではな

く、生活に結び付く具体的な話が多いためか、学生も真剣に聞いてくれた。 

まず講義をして気が付くのは、そもそも株式とは何かを知らない学生が多く、依然と

して「投資」と「投機」の区別が付いていない学生が大半だ。「株をやる」ということ

はすべて投機的な売買をすることだと多くの学生諸君は考えている。講義の目的が「長

期投資」であることを説明し、経済のなかの資本の役割を説明する。また株式を持って

いると配当が入ってくると説明をする。当然だが、配当という言葉も知らない学生がほ

とんどである。それが、現在の銀行預金の利率と株式の配当率の差を説明すると、学生

の顔色が変わってくる。授業が終わってから、「先生、この講義は一番良かった。」と話

に来る学生もいる。 

もちろん株式投資のリスクは説明するが、同時に優良な株式に投資をすると、経済の

成長とともに自分の資産も成長すると、グラフを見せて、これを説明すると納得し始め

る。 

私は自分の授業で、「君も資本家になろう」と左翼の先生が聞いたら呆れるような話

もしていた。すると学生が「どうやって資本家になるのですか？」と聞いてくる。そこ

で私は「10万円を用意しなさい。それで買える株を 100 株だけ買いなさい。それで君は

立派な資本家です。」と話していた。「君が 100株でも持っていると、毎年、その会社の
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社長さんから定期的に営業の報告が届く。そこには株主の君に対する感謝が書かれてい

る。君が資本家であることが分かるでしょう。」と説明をしていた。株主優待の話もも

ちろん忘れない。 

どんな株を買えばよいのですかという質問をする学生もいる。私の答えは簡単である。

「この会社は大好きで自分の墓まで持っていける、と思うような会社の株を買いなさい、

自分がよいと思った株は絶対に売らないという気持ちが大事だ。」と答える。 

最近は日本株を素通りして、米国株投資を行う若い人も多い。もちろんそれは結構な

ことだが、日本株の研究も怠りなくしてもらいたい。何しろ自分の国なのだから。そし

て良い会社が沢山あるのだから。 

２）経済学者こそ株式投資を！ 

若い人たちの長期投資を進めるにはどうすればよいだろうか。私は、まずは日本の経

済学者の多くに自分自身で積極的な株式投資をしてもらうことだ、と思っている。具体

的な調査をしたことはないが、日本の経済学者には実は株式投資をしたことがないとい

う学者も多いのではないか。その学者が株式投資を学生に教えるのは難しいだろう。ご

存じのとおり、ケインズは株式投資や債券投資に通暁しており、その経験が彼の経済学

の基盤となっていた。ケインズはケンブリッジ大学キングズ・カレッジの資産運用と併

せて、自分自身も大きな資産運用1をしていた。残した遺産は現在の円換算で 60億円と

も言われている。もちろんケインズのように大きな投資をする必要はないが、せめて自

分の資産の３割ぐらいは株式投資や投資信託に充てておきたい。 

３）投資しやすい環境の整備 

投資のしやすい環境を整えていくことも大事である。2024 年から NISA 口座の開設

年齢が 20歳から 18歳に引き下げられるのは妥当な決定である。米国のように株式投資

の最低投資額を下げることも必要であろう。若い人に 10 万円を投資しろと言っても難

しい。例えば、楽天証券のホームページをみると、コカ・コーラ株は 5,884 円、インテ

ル株は 6,107 円から投資ができる。日本の会社は 100 株単位であるために、10 万円持っ

ていても買える株はごく限られている。ユニクロを運営するファーストリテイリングに

至っては 800万円を越えている。 

最低投資額の引き下げには株式管理コストの増加から後ろ向きの会社も多いようだ

が、寂しい発想である。米国の会社に負けない気概を持ってほしい。 

４）金融教育を進めよう 

金融教育の充実も一段と大事である。本年の４月から高校でも金融教育が始まった。

高校での授業は誰が担当するのかということなど、多くの課題はあるが、歓迎すべきこ

 
1  ケインズが 62歳でなくなった時の資産額は 45万ポンドであり、これは現在の日本円に換算すると 60億円と試算

されている。（「ケインズと株式投資」西野武彦著、2015年、日本経済新聞社、203ページを参照） 
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とである。金融庁のホームページには、「中学生・高校生の皆さんへ」というページが

開設されており、多くの有用な教材が揃っている。大いに活用してほしい。 

国の発展の基礎は将来のための投資が行えることだ。人的な投資であれ、物的な投資

であれ、その原資を確保し、またその成果を幅広い国民に享受してもらうための努力が

必要とされている。ぜひ多くのミニ資本家に育ってもらいたい。金融教育の今後を大事

に見守っていこう。 

以上 
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